
分散型エネルギーシステムへの移⾏期における
配電会社の⽣き残り戦略

⼩川 祐貴 地球環境学舎D2
2016.7.19

〜ニューヨーク州の事例から〜

第44回再⽣可能エネルギー経済学講座研究会



1.1 基礎データ [1][2][3]

2

NY ⽇本
⾯積（k㎡） 141,090	 377,900
⼈⼝（⼈） 19,795,791（2015） 127,103,490（2015）
発電電⼒量（TWh） 137.1（2014） 1038.5（2013）
総設備容量（GW） 39.0（2014） 231.5（2013）
CO2排出量（Mt-CO2） 160.3（2013） 1220.8（2014）
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1.2 電⼒系統の地理的特徴 [4]

3

需要集中

送電線混雑

州⽴公園



4

発電部⾨：完全⾃由化

送電部⾨：設備の所有権は各電⼒会社
運⽤は⾮営利の第三者機関＝NYISO

配電部⾨：各電⼒会社がエリアごとに設備の所有権及び運⽤
AvanGrid,	ConEdisonなどのユーティリティ

⼩売部⾨：完全⾃由化
積極的に⼩売事業者を選択しない場合は
ユーティリティが販売・供給

規制・監督：New	York	State,	Public	Service	Commission

1.3 電⼒部⾨の制度 [4]
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2014年：州知事が”Reforming	Energy	Vision”（REV）を発表
2014年：”Energy	Plan”草案公表・パブリックコメントなど

2015年：”Energy	Plan”確定
2015年：”Under	2	MOU	Climate	Agreement”に署名

→2050年にGHG1990年⽐80%削減を約束

REV
・GHG排出量を2030年に1990年⽐40%削減
・再⽣可能エネルギーによる電⼒を2030年に消費電⼒の50%に
・建物のエネルギー消費を2030年に2012年⽐23%削減

2.1 環境・エネルギー政策 [4]
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「環境と経済はトレードオフでない」
「州のあらゆる関係機関が協調して
REVを実現する」

基本原則
・市場改⾰
・コミュニティの参加
・⺠間投資の促進
・技術イノベーション
・消費者価値と選択肢の拡⼤

7分類43種の具体的施策
うち7種に”Distributed	Energy	Resource”
という単語が現れる
※7分類：再エネ、建物と省エネ、⾦融、コミュ
ニティ、ネットワーク、技術開発、交通

2.2 Energy Plan [5]
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狭義のDER
・”Behind-the-Meter”（BtM）の発電設備および蓄電設備
・消費者側に設置される
・消費者の電⼒需要の⼀部または全てをまかなう
・送配電網への送電もありうる
・PV、CHP、マイクログリッド、⾃家発電設備、蓄電設備

広義のDER
・省エネやDRをも含む

2.3 DER [6]
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2.4 DERの拡⼤と配電会社 [6]

DERの拡⼤

DER未保持の消費者
への負担転嫁

配電網を介する
電⼒販売減

配電網利⽤料収⼊減少
or	料⾦値上

ネットワーク整備の
必要性拡⼤

投資費⽤の増加
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2.5 Death Spiralを回避する [6]

●料⾦体系の⾒直し
配電網に接続していれば定額の利⽤料

●ネットワーク整備費⽤の抑制
DERの効果的な導⼊
配電会社による遠隔制御

●新たな収⼊源の創出
プラットフォーム機能
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3.0 ヒアリング対象 [6]

●Avangrid（旧イベルドローラUSA）
顧客数：約125万⼈
従業員数：約3500⼈
売上：約18億ドル
販売電⼒量：約28TWh

●ConEdison
顧客数：約333万⼈
従業員数：約11000⼈
売上：約82億ドル
販売電⼒量：約48TWh

※海外電⼒調査会資料より・2012年時点
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3.1 Avangrid [6]

●実証事業
・Flexible	Interconnect	Capacity	Solution（FICS）
・Community	Energy	Coordination（CEC）
・The	Energy	Market	Place（EM）

●REVに対する⾒解
・送配電網の整備と再⽣可能エネルギーの普及両⽅が

施策として盛り込まれている点は評価できる
・⽬標達成は可能だが相当な費⽤がかかり、その配分が課題
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3.1 Avangrid [6]

●Flexible	Interconnect	Capacity	Solution（FICS）
・再エネ電源に遠隔制御装置を付加、Avangridがどうしても系統の安定

を保つために必要な場合のみ出⼒抑制する

●Community	Energy	Coordination（CEC）
・コミュニティがDERを導⼊しようとする際、DER設備メーカーからの

調達をサポート
・複数のコミュニティからの需要を束ね、規模の経済効果
・公募にかかる⼿続きコストを低減

●The	Energy	Market	Place（EM）
・電⼒消費者とDER設備メーカーとの仲介
・需要パターンに基づく最適なマッチング



13

3.2 ConEdison [6]

●実証事業
・Clean	Virtual	Power	Plant
・Building	Efficiency	Market	Place

●REVに対する⾒解
・市場を活⽤した費⽤効率的なアプローチを指向
・ユーティリティとしての役割は徐々に変わっていくが、

その必要性に変わりはなく、⾦融コストを抑制するために
政策によって経営の安定性が損なわれないよう注意が必要
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3.2 ConEdison [6]

ConEdison資料より
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3.2 ConEdison [6]

ConEdison資料より
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3.21 Cleaner VPP [6]

ConEdison資料より
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3.22 Building	EMP [6]

ConEdison資料より
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●⽼朽化した配電網
・単に更新するだけでは莫⼤なコストがかかる
・DERを効果的に活⽤し、システム全体のコストを抑制

●送電網の制約
・ニューヨーク市に向かう送電線容量の限界
・都市におけるエネルギー資源を活⽤する必要性

●市⺠（消費者）の意識
・DERに投資することで⾃らも社会の変⾰に参加している実感
・他者に依存せず⾃⽴したいというマインド
・市⺠に直接補助⾦が出ることの政治的影響⼒

●災害対策
・ハリケーン「サンディ」

4.1 なぜDERか？ まとめにかえて
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●CA州（PG&E）と⽐較して悲壮感がない

●「できない」「難しい」という⾔葉は聞かれなかった

●安価な天然ガス価格の恩恵を受け、また活⽤している

●配電会社のプラットフォーム機能については情報をどこまで公表す
るか、情報へのアクセスに課⾦するか否かなど検討課題も⼭積

4.2 その他・雑感 まとめにかえて
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